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研究成果の概要（和文）：本研究では、プライベートな認証制度の普及をめぐる問題の一つとして、認証制度の
「乱立」を扱った。すなわち、同じような認証制度が複数存在し、どのような違いがあるか利用者にとって明確
でない、という問題である。具体的には、そうした「乱立」状況が、ベトナムの養殖魚の認証を事例として、ア
ジアにどのような影響をもたらしているか検討した。これを、ベトナム国内において、(1)４つの乱立する認証
制度の類似性・違いは生産者にどの程度理解されているか、(2)認証制度が乱立する場合、戦略としてどのよう
に認証数を増やすのか、(3)小さな養殖業者のサステナビリティの底上げをどのように行うか、の３点から検証
した。

研究成果の概要（英文）：This research addresses the regulatory fragmentation of private governance 
structure and competition among existing private certification programs. In particular, this 
research considers aquaculture production and sustainability certification in Vietnam, involving 
three sub-questions: (1) a question of whether regulatory fragmentation is an issue in Vietnam and, 
if so, to what extent; (2) a question of how existing certification programs in Vietnam can increase
 the number of certificates and expand their certification business; (3) a question of how small 
local producers can make use of certification programs for their sustainable production.

研究分野：国際法

キーワード： 認証　プライベート・レジーム　持続可能性　漁業認証

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義としては、ベトナムの事例から、アジアにおける認証制度の乱立状況の実態が、養殖魚という分野
に限ってであるが明らかになったことである。持続可能な食における認証制度の乱立状況は、欧米の小売業が主
導となって形成されており、ベトナム国内やアジア市場に認証を取得した製品を販売するところまで進展してい
ないのが現状である。SDGsの実施をめぐり、持続可能なサプライチェーンの確保が重要性を増す中で、認証制度
の利用が国内やアジアの市場のローカル需要と絡んだ関係で発展していくことが望まれる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
食をめぐる問題と言えば、これまでは専ら、残留農薬や食品汚染、あるいは期限切れ食材の使

用等、食品の「安全」の問題が主流であり、グローバル化に伴い増加する輸入食品の安全性をど

のように確保するかが課題となってきた。現在も食の「安全」の問題は消費者にとって重要な関

心事であるが、食の生産過程の関心は、安全性の問題だけに限られるものではない。例えば、地

球温暖化に対応する生産技術を用いたエコ農業の推進、農地拡大による環境破壊の防止、水産資

源や海洋環境の保全に対応したエコ漁業の推進、食肉の生産過程における動物の保護、途上国に

おける農業従事者の労働者権利の確保等、食料生産と供給のプロセスをめぐる様々な関心があ

る。その背景には、食をめぐる「サプライチェーン」全体に対する関心がある。つまり、どのよ

うなプロセスで農作物・水産物・食肉は生産されたのか、への関心の高まりである。 

研究開始当初は、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）」が 2015

年に国連で採択されたばかりであったが、SDGsの実施をめぐり、持続可能なサプライチェーン

の確保はますます重要性を増している。 

そのような流れの中で、大手のスーパーマーケットや生産者団体は、プライベートな認証制度

を活用するようになり、いわゆる「プライベート・ガバナンス」が普及している。具体的には、

自主的に独自の基準を策定し、それに適合した食料に認証やエコラベルを与えて、サプライチェ

ーンに流通させる民間のシステムである。 

しかし、こうしたプライベートな認証制度の普及にも問題が指摘されるようになった。問題の

ひとつは、認証制度の「乱立」である。生産者や消費者にとっては同じような認証制度が複数存

在し、どのような違いがあるか分からない、といった点が指摘されてきた。そして、そうした「乱

立」状況は、どのような形で解消できるかが課題とされてきた。 

もう一つの課題は、プライベートな認証制度の多くが欧米で生まれたものであり、途上国の生

産者には利用しにくいという点である。途上国の生産者は、欧米の認証制度の排他性をどのよう

な場面で感じ、実際にどのような困難に直面しているのだろうか。 

 

２．研究の目的 
上述のようなプライベートな認証制度の研究は、2000年代から増えてきたが、研究の対象に

偏りがあると言われていた。とりわけ食品に関してはアフリカから欧州向けの農産物の輸出（コ

ーヒーやカカオなど）をめぐるプライベートな認証制度の影響を扱った研究が多く、アジアの実

情についての研究は多くなかった。そこで本研究は、研究対象地域をアジアとして、次の２つの

課題に取り組むこととした。 

まず、認証制度の「乱立」に関して、アジアにおいても認証制度が乱立する状況なのかどうか、

調査する。ただし、欧米における認証状況との違いは、そもそもアジアにおいては、アジア市場

を対象とした認証制度の普及というよりも、欧米の大手スーパーや消費者向けの輸出のために

アジアの生産者が認証を取得する、という構図になっている点である。つまり、欧米の認証制度

が、アジアに普及してきて、欧米の輸出向けに生産者に認証を取得させる、という傾向である。

それと同時に、アジアにおいても、欧米生まれではない認証制度が国家の後押しによって誕生し

ており、欧米からの認証制度と対抗関係の構図がみられるという特徴も指摘される。 

次に、アジアの生産者にとって、認証制度の利用の効果はどのようなものなのか、検討する。

先行研究では、認証制度の利用によって、生産者が経済的に利益を上げることができるようにな

ったかどうか、という経済的効果に着目するものが多いが、環境保護や社会的な効果についても

調査できるとよいであろう。 



 
３．研究の方法 

 「食」の生産過程を研究する上で、当初は、農産物・水産物・オーガニック食品等、研究対

象分野を特定していなかったが、対象を特定したほうが研究を効率的に進め、深めることがで

きると考え、持続可能な水産物に着目することとした。とりわけ水産物は、日本にとって重要

な食である一方、乱獲による水産物の枯渇が懸念されるところ、研究対象として適していると

考えた。 

研究の方法としては、まず、持続可能な水産物に関するプライベートな認証制度をいくつか

取り上げて、インタビュー調査を行い全般的な状況を明らかにした。インタビュー調査を行っ

た先として、まず、天然の水産物を扱っているMarine Stewardship Council(MSC)について、

シンガポールのアジア事務所から始め、ロンドン事務所、トロント事務所、東京事務所、シア

トル事務所を訪問した。その結果、世界各地で水産物認証の普及の度合いや乱立状況にかなり

の違いがあることが分かった。その背景には、流通・消費される魚の種類や認証制度の利用へ

の理解等、様々な要因があると考えられるが、具体的には、欧州ではMSC認証はかなり普及し

ているが、米国・カナダでは、ライバル関係にある別の認証制度との競争があり、日本・アジ

アにおいては、認証の普及は十分に進んでいない状況であった。次に、養殖の水産物を扱う

GLOGALG.A.P.とAquaculture Stewardship Council（ASC）にてインタビュー調査を行った。

この２つは欧州において競争関係にあり、スタンダードの内容や認証の手続きについて一定の

違いがあることが明らかになった。 

以上の持続可能な水産物をめぐる認証についての全般的な調査を行った後で、アジアにおけ

る調査として、ベトナムの魚の養殖を事例として取り上げることとした。ベトナムは世界で第

４位の養殖魚生産が盛んな国であり、特にパンガシウスとエビを欧米に輸出していることか

ら、次の複数の認証制度がベトナム国内に普及し乱立していることが分かった。すなわち、既

にインタビュー調査を行った、GLOGALG.A.P.とASCのほか、米国に本部をおくBAP (Best 

Aquaculture Practices)またベトナム政府が支援しているVietGAP (Vietnamese Good 

Aquaculture Practices) という４つの制度がライバル関係にある。ベトナムで調査を行い、こ

れら４つがどのように普及しているのか、生産者にどのような影響を与えているのか検討する

こととした。 

 

４．研究成果 

 持続可能な食についての全般的な内容に関しては、主たる研究成果として次の２点を公表し

た: 内記香子、「エコラベルと国際通商－持続可能な消費と生産を考える」『富の共有と公共政

策』（大槻恒裕編）大阪大学出版会（2018年）124-144頁；Yoshiko Naiki (co-author with Isao 

Sakaguchi), “Sustainability, certification programs, and the legacy of the Tokyo 2020 

Olympics” in S. Matsumoto and T. Otsuki (eds.) Consumer Perception of Food Attributes 

(CRC Press, 2018), pp. 277-292。１つ目は教科書の１章であるが、我々の食の消費がどのよう

に生産者に影響を与えているか、日本にはない海外での水産物のエコラベルの取組みを分かり

やすく解説したものである。２つ目の書籍の１章（共著）では、東京オリンピックの文脈にお

ける持続可能な食をめぐるプライベートな認証制度の利用を批判的に検討した。実は日本にお

いても、持続可能な食をめぐって認証制度が複数存在する状況になっており、とりわけ欧米由

来の制度だけではなく、日本独自の制度が作られ、オリンピックでの食の調達において利用で

きることが認められている。これらの複数の認証制度は、持続可能性という点から実際は制度



に違いがあるが、調達で利用できることから、その違いが一見分かりづらい状況になってしま

っている点が問題となっている。 

 事例研究で扱ったベトナムに関しては、アジア経済研究所の「規制とスタンダード：波及と

分断化、協調への動き」研究会で報告を行った上で、“Regulatory Fragmentation of 

Aquaculture Certification Programs in Vietnam：Is Fragmentation a Problem?”というタ

イトルでペーパーを提出する機会を得た。この事例研究で扱った論点は次の３点である：①ベ

トナムにおける４つの乱立する認証制度の類似性・違いは生産者にどの程度理解されている

か、② 認証制度が乱立する場合、戦略としてどのように認証数を増やすのか、③ 小さな養殖

業者のサステナビリティの底上げをどのように行うか。 

第①点については、（ベトナム政府が運営しているVietGAPを除き）GLOGALG.A.P.、

ASC、Best Aquaculture Practicesの３つの制度について調査したところ、生産者自身がこの

３つのうちから適切だと考える認証制度を選択するのではなく、欧米の小売業から、特定の認

証制度が指定され、その認証制度の取得ができる生産者が開拓されるというプロセスになって

いることが分かった。そういう意味で、生産者には選択肢はなく、求められる認証制度を取得

して欧米に輸出する事業に乗り出したいかどうか、という点が決定要因となっている。そうい

う意味で、養殖魚の認証制度は、生産者に対して、というよりも、欧米の小売業にどれだけそ

の持続可能性をアピールできるかが、アジアでの普及の要因となる。 

第②点は、①に関連するが、アジアで普及して認証数を増やしていくためには、ベトナム国

内にそうした持続可能な養殖業という需要に答えられる生産者がどれくらいいるか、あるい

は、どのように新規生産者を開拓するか、ということが関わってくる。現在、

GLOGALG.A.P.、ASC、Best Aquaculture Practicesの３つの制度については、ベトナムに普

及が始まってある程度の時間が経過し、一定の能力のある生産者が既にいずれかの認証制度を

取得してしまっている状況にある。生産者を開拓するとすれば、方法は２つ考えられる。既に

いずれかの認証制度を取得した生産者に、２つ目の認証制度を取得しさらに欧米への輸出量を

増やしてもらうか、あるいは、小さな養殖業者に技術支援を行って能力を開発することのいず

れかになる。 

第③点は、②の点に関連するが、欧米の認証制度の取得に乗り出せないような小さな養殖業

者にとっては、政府主導による、スタンダードの内容が比較的厳格でない認証（すなわち

VietGAP）から出発することも良いであろう。アジアで散見される、こうした政府主導のロー

カルな認証制度の設立は、欧米の認証制度の排他性を背景に生じているとみられている。ロー

カルな制度を既存のものと対立する制度をみなすのではなく、将来、欧米の認証制度取得に取

りかかるためのステップとしての能力構築のプログラムと捉えれば、既に欧米で確立している

GLOGALG.A.P.、ASC、Best Aquaculture Practicesの３つの制度と良い補完関係にあるとみ

ることもできよう。 

本研究の意義としては、ベトナムの事例から、アジアにおける認証制度の乱立状況の実態

が、養殖魚という分野に限ってであるが明らかになったことである。しかし、この持続可能な

食における認証制度の乱立状況は、やはり欧米の小売業が主導となって形成されており、ベト

ナム国内やアジア市場に認証を取得した製品を販売するところまで進展していないのが現状で

ある。同様のことは、日本の東京オリンピックの調達基準をめぐる状況にもあてはまり、オリ

ンピックという短期の持続可能な食の調達においては複数の認証制度が利用できる状況があっ

ても、オリンピック後には需要の喪失から認証制度の競争状態はどうなるのか、さらには持続

可能な食という政策が維持できるのか、という点も不透明である。この点は、本研究では検討



課題として残ってしまったが、認証制度の生産者へのインパクトと関係するだろう。欧米に輸

出することで得られる利益以外に、生産者に認証取得の利益が存在せず、自国内やアジアの市

場で認証製品をローカルに販売するメリットが得られなければ、持続可能な食に関する認証制

度の拡がりはみられないだろう。さらに、認証制度を利用したことで、生産をめぐる環境や生

産者の労働状況が改善し、それ自体に価値が見いだされることも重要であるが、認証制度を利

用するコストが高ければ、認証制度を利用して状況を改善しようというインセンティブは得ら

れないだろう。この点においてやはり、認証制度の利用を後押しする政府の支援が必要となっ

てくるだろう。SDGsの実施をめぐり、持続可能なサプライチェーンの確保が重要性を増す中

で、認証制度の利用が市場のローカルな需要と絡んだ関係で発展していくことが望まれる。 
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